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資料３  

こども誰でも通園制度の導入の検討について（保育運営課）  

 

【こども誰でも通園制度とは】  

・現行の幼児教育・保育とは別に，保護者の就労有無等に関係なく

柔軟に利用できる，国（こども家庭庁）の新たな通園制度  

・子ども・子育て支援法に基づく新制度として，令和８年度から全

自 治 体 で 実 施 予 定 。 現 在 ， 国 に よ る 法 整 備 や 全 国 １ １ ８ 自 治 体

（ 県 内 ： 松 戸 市 ， 野 田 市 他 ） に お け る 試 行 的 事 業 が 進 め ら れ て い る 。  

 

【現時点における実施概要】  

■一時預かり事業（既存制度）との比較  

 
 

■実施場所  

 保育所，認定こども園，小規模保育事業所，幼稚園，等  

 



■料金（子ども１人当たりの保護者負担額）  

 １時間当たり３００円程度  
 

■保育人員の配置基準  

 一時預かり事業の配置基準と同様とする  

 

 

 

 

 

 

 
   

【本市における取組み及び検討状況】  

■事業者へのアンケート調査の実施（令和６年５月）  

・市内の私立園１１３園に対し，意向調査を実施。「実施意向あり」

と回答したのは５４園。  
 

 

 

 

 
 
  

・「意向あり」の園における受入可能人数と時間数を国基準の定員

（１人あた り月１ ７６時間） に当て はめると， １６３ ．６人分の

受 け 皿 に 相 当 。  → 必 要 定 員 数 （ ※ ） の ６ ９ ． ５ ％  （ ※ 令 和 ５

年 度 時 点 に お け る 本 市 の 必 要 定 員 数 は ， ２ ３ ５ ． ３ 人 ）  
 

■令和７年度中の事業開始に向けた検討  

・民間事業者のみでは受け皿の不足が見込まれる。また市が主導し

て制度設計に取り組むため，公立保育園等で実施する方針。  

・令和７年度中に，①松葉保育園  ②酒井根保育園  ③子ども・子育

て支援複合施設 TeToTe の３か所にて事業の開始を予定。  

 ※①②は公立保育園の０～１歳児の定員数を調整して事業の実施

場所と人員を確保。  

 ※私立園は，国から詳細が示され次第改めて意向調査を実施予定。  

実施意向別内訳 単位：園，％

種別 意向あり 意向なし
対象全園における
「あり」の割合

認可保育園 25 22 44%
小規模保育施設 9 6 50%
認定こども園 12 2 57%
幼稚園 8 6 47%
計 54 36 48%


